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1．はじめに
　ライフサイクル志向の原価・収益管理におけるライフサイクル概念の考察対象は、企業
によって製造され、市場に提供される給付物、つまり、「製品」である。したがって、ライ
フサイクル志向の原価・収益管理は、その考察対象を明示して、製品ライフサイクル志向
の原価・収益管理と言い換えることも可能である。しかしながら、この製品ライフサイク
ル志向の原価・収益管理という用語には2つのあいまいな言葉が含まれている。ひとっは
製品という言葉である。製品の定義・集合水準は1さまざまに解釈されうるということから、
製品ライフサイクル志向の原価・収益管理といったばあいの製品概念にっいて十分に具体
化されているとはいえない。さらに、ライフサイクルという言葉である。経営学では製品
ライフサイクル概念として古くから親しまれてきているが、これもまた、論者によって多
様な解釈がなされているため、製品ライフサイクル志向の原価・収益管理といったばあい
の製品ライフサイクル概念とはどの範囲のどのようなサイクルとして捉えるべきなのか、
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はっきりしていない。そこで、本稿の目的は、ライフサイクル志向の原価・収益管理の具
体的な技法上の問題について論ずる前に、ライフサイクル志向の原価・収益管理というば
あいの製品概念およびライフサイクル概念についての概念形成を行い、その共通の出発点
を構築することにある。
2．製品ライフサイクル志向の原価・収益管理における用語「製品」について
　商品は、交換価値をもつ取引の対象物であることから、市場との関連性がみられる。製
品も、同様に、市場との関連性を示しているが、製品は、経済プロセスの内容を写し取る
ところから、とくに製造にその特徴がある。つまり、製品とは、一般に、市場で販売可能
な企業の給付と理解することができる。たとえば、P．コトラー（Philip　Kotler）は、製品
を「注目、取得、使用、消費を目的として市場に提供されるものであり…　消費者は、
その化学的・物理的属性を買っているというよりも、希望を買っている…　」［村田監修
（訳）、1983、305頁］と定義し、T．ライヒマン＝0．フレーリンク　（Thomas　Reichmann　und
Oliver　Froeling）は、「製造者によって、需要者に提供する物的給付」（Reichmann　und
Froeling，1994，　S．　293）と定義する。前者は、製品定義の中心を、消費者志向のマーケテ
ィング視点から、消費者の問題を解決する「便益の束」（bundle　of　benefit）におき、後
者は、製造者志向による元来の製品の意味そのものから、モノの物理的属性においている
ようである。前者が、製品について最も支持されている定義である。便益の束としての製
品は、有形の製品だけではなく、無形の役務も製品として論じることができる。そこで、
製品ライフサイクル志向の原価・収益管理における製品概念では、製品を、経済上のプロ
セスから生じた物的給付と役務給付を組み合わせて市場に供給される給付の束
（Leistungsbuende1）（Dによる需要満足のひとつとしてとらえておきたい。物的給付と役
務給付は、企業の経営資源と結び付いているし、その需要満足とは顧客の利用が前提とさ
れている。したがって、このように捉えるならば、定義的には市場と結び付いている製品
を、市場サイクルが始まる前から、そして、市場サイクルが終わった後でも、取り上げる
ことが可能である。このように製品概念を広く把握することで、ライフサイクル志向の原
価・収益管理における製品ライフサイクル概念では、マーケティングの視点による市場サ
イクルだけではなく、開発から廃棄までの広い範囲を考察対象とすることが可能となるの
である。そこでは、たとえば、すでに販売された製品の修繕と維持についても、また、市
場ではもはや入手できない製品についても考察することが可能となる。
　さて、このように定義された製品概念を関係対象とするライフサイクルは、製品の階層
上の集合水準によって、さらに、さまざまに論ずることができる。そこで、経営経済学に
おいて、これまで提案されてきたさまざまな類型と体系を基礎として、ライフサイクル志
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向の原価・収益管理における製品ライフサイクルを、どの集合水準でとらえるかについて
検討してみたい。製品体系は、個々の企業の製品を上位の製品一市場カテゴリーに整理・
統合することができるので、そこでの製品ライフサイクルの考察は、一方では、期待され
る市場展開に対する自社の経営上の潜在性評価に役立ち、他方で、自社の経営資源利用に
対する製品市場自体の評価のために役立つ。っまり、この製品市場への自社製品の組入れ
は、そこで限定された製品市場のライフサイクルによって、戦略分析および戦略形成のた
めの情報を提供することを可能とする。しかしながら、ライフサイクル志向の原価・収益
管理における製品ライフサイクルは、企業側の意思決定対象としての自社特有の製品ライ
フサイクルが考察の対象である。つまり、企業の視点からの自社特有の製品ライフサイク
ルを限定するために製品体系が展開されるべきである。理念的には、そうした製品体系は、
製品の需要者の視点からも、製品独自のライフサイクルを限定することを支援することに
なる。ここで検討基準とする製品体系は、H．ホフステッター（H．　Hofstaetter）によるも
のである（Hofstaetter，1977，　S．32－54）。また、ここで論ずる製品は、発生サイクルに始
まって、製造サイクルならびに市場サイクルを経過して、廃棄サイクルに至ることが、通
常の経過となる耐久消費財に限定しておきたい。そのような典型的なライフサイクル経過
をもつ製品が、このライフサイクル志向の原価・収益管理を適用することに最も適してい
るからである。
　ここで、製品を①主たる利用目的、②機能上の特徴、③構造上の特徴におおまかに分類
することができる。主たる利用目的とは、製品の第一次的な課題を示すものである。通常、
多種多様な製品が、この抽象的に定義された主たる目標を具体的な形にして、その課題を
達成する。たとえば、移動することが主たる利用目的であるならば、要求される製品は移
動手段すべてについて考えることができる。機能上の特徴は、この主たる利用目的を達成
するための一定の技術と方法によって主たる利用目的を具体化するものである。構造上の
特徴は、最終的に考案される製品を決定する。主たる利用目的を達成する機能は、この段
階ですでに十分な詳細さをもっている。構造の一部は、達成すべき製品の機能から強制的
に生ずるものである。つまり、構造は、機能決定部分として示されうるのである。しかし
ながら、製品の素材上の構造あるいは幾何学的な構造のような部分は、機能決定とは別に
自由に決定することができる。その結果、構造上の特徴は、機能上とは独立した限定基準
として取り上げられることになるのである。
　主たる利用目的によって特徴づけられる製品を、製品属（Produktgattung）とする。機
能上の特徴によって、製品種類（Productart）と製品亜種（Productunterart）に分類され
る。製品種類は、共通の機能上の特徴を内容とし、製品亜種は、さらに特別の機能上の特
徴を具体化したものである。これよりもさらに細分化されると、モデルないし品目
（Artikel）、型式（Typ）ないし品種（SQrte）、型番（Variante）となるが、これらの区別
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図1　製品体系
製品体系 ライフサイクル　限定適　　　　　性　基準
新規性
製品属（Gattung）　　　　　　なし　　主たる利用目的
主効用
　　　　　　　　　　　　　　なし　　共通の機能特性製品種類（Art）
製品亜種（Unterart）　　　可能　　特定の機能特性
　　　　　　　　　　　　　　　　　モデル特有の
cfル／品目（Artike1）有意義　構造特性
　　　　　　　　　　　　　　　　型式特有の
^式／品種（Sorte）　　可能　　構造特性
　　　　　　　　　　　　　　型番特有の^番’（Variante）　なし　　　　　　　　　　　　　　構造特性
代替品リスク　　付加効用
（出所）Ke㎜iner，　Jorg，　Lebenszyklusorientiertes　Kosten－und　Erloesmanagement，
　　　Gabler，　1999．　S．151．
は明確ではない。ただし、品目および品種は市場基準での分類であり、モデルおよび型式
は企業による分類である。したがって、提供者志向の製品ライフサイクル志向の原価・収
益管理の視点では、モデルおよび型式による構造上の特徴を区別することも必要である。
型番は、さらに顧客個別的な構造特性によって形成されるω。図1は、これらの内容を製
品体系として一覧表にしたものである。
　これらの階層水準から集合水準が高くなればなるほど、市場サイクルは長くなることが
わかる。たとえば、製品属の市場ライフサイクルは、「移動性」という需要の存在と同じ期
間だけ存在することになる。一定の需要満足を狙う製品種類「乗用車」は、自動車の発明
以来、市場サイクルはずっと続いている。今日、この終点を見極めることはできない。こ
れに対して、一定のモデル、あるいは、一定の型式の市場サイクルは短い。特別モデルで
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ある個々の型番はもっと短い。製品形成が技術に強く関係している集合水準では、市場サ
イクルの長さの差異は、技術進歩のはやさによって影響をうける。これに対して、集合水
準が高い製品需要は、あまりはやくライフサイクルはすすまない。
　とはいえ、時とともに、技術進歩によって需要も変化し、また、技術進歩から新しく生
ずる需要満足の可能性によっても需要は変化するのである。「主たる利用目的と付加的な利
用の重点の移動は・…　製品種類内の体系水準にあらわれる」（Hofstaetter，1977，　S．46）。
ホフステッターは、製品種類（Produktart）に「自転車」の例をあげている（Hofstaetter，
1977，S．39ff）。戦後には自転車の主たる利用目的は移動手段であったが、今日ではスポー
ツ用品として購入される。戦後にはスポーツのためという購入目的は、多くの顧客にとっ
て独特のものであった。ところがそれが今日では、主たる利用目的となっている。ライフ
サイクル志向の原価・収益管理では、この主たる利用目的と付加的な利用目的の重点移動
は、先取りされなければならないし、製品形成において考慮されなければならないもので
ある。
　ホフステッターは、同じ製品種類において、主たる利用目的と付加的な利用目的の重点
移動がみられることを指摘した。J．ケミナーは、これに加えて、製品体系水準の差によっ
て、主たる利用目的と付加的な利用目的の一般的な重要度の変化がみられることを指摘し
ている（Kemminer，1999，　S．152）。製品属（Produktgattung）と製品種類（Produktart）で
は、主たる利用目的が中心となるが、型式（Typ）あるいは型番（Variante）では、付加的
な利用目的が中心となる。たとえば、製品属（例：移動手段）あるいは製品種類（例：乗
用車）の集合水準では、他の集合水準と比較して、明らかに主たる利用目的である移動性
が中心になっている。さらに、この製品を具体的に説明していけばいくほど、型番
（Variante）に近くなっていく。そこでは、色やアクセサリーなど個人的に知覚される付
加的な効用によって区別される。こうした製品の体系水準による主たる利用目的と付加的
な利用目的の重点移動は、代替品リスクと相関関係をもつことになる。
　製品属水準では、代替品の脅威はあまりない。主たる利用目的「移動性」は、たとえば、
需要者、オートバイ、自転車などによって達成されうる。製品の互換性は、製品の機能と
構造が、特定されればされるほど、抽象性が低くなればなるほど、増大する。したがって、
型式あるいは型番水準で、代替品の脅威が大きくなる。市場からこれらをみれば、給付特
性と形成で類似の2つの製品は、たとえば、顧客の視点から、2台の中型乗用車について、
主たる利用目的と付加的な利用目的から互いに比較可能であり、そこで、代替可能である。
したがって、最終的な購入決定は、残りの付加的な効用の差異によって顧客が行うことに
なる。この付加的な効用の差異は、製品購入後の保証給付なども大きく関係しているもの
で、製品と直接関係する必要はない。企業側からこれをみれば、代替品はもっとはっきり
わかる。企業側からみた製品は、オプションによってのみ区別される。つまり、顧客の視
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点からほとんど同一であることが重要である。このばあい、付加的な利用は、通常、直接、
製品と関係しているとみることができる。その他の製品に直接関係しない付加的な給付は、
同一であるということが前提とされているからである。
　代替品の脅威は、製品体系の集合水準が低くなればなるほどリスクは高くなるが、製品
の新規性は、体系水準それぞれにみられる。たとえば、製品属において、既存製品に新し
い主たる利用目的が創造される、あるいは、既存の主たる利用目的に対して、新製品が提
供されるならば、新規性は両者ともに高い。機能特性の水準でもみることができる。たと
えば、燃料経済性の高いエンジンをもつ乗用車は、高い新規性をもつ。他方、既存製品に、
エアバックのようなオプションだけを追加するばあい、新規特性は低いといわなければな
らない。新規特性がひじょうに大きくなったとき、新しいライフサイクルが生まれる。他
方、製品のわずかな変更や多様性による製品展開は、現に経過している製品ライフサイク
ルの中に包含することになる（Back－Hock，1992，　S．709）。本稿の重要な課題は、ライフサ
イクル志向の原価・収益管理において、どの製品体系水準でライフサイクルを考察しなけ
ればならないかということである。
　製品属あるいは製品種類水準では、企業それぞれの視点からも市場全体からも、製品ラ
イフサイクルは限定されない。この水準では、まだ、その機能および構造において異質す
ぎるからである。これとは対照的な集合水準である型番における製品ライフサイクルも意
義が小さい。型番（Variante）の概念は、それ自体が顧客個々に対応したものであるとい
う定義から生ずる。
　以上のことから、市場全体からの視点では、製品ライフサイクルの限定は、製品種類の
下位水準である製品亜種（unterart）、モデル（Modell）ないし品目（Artikel）で可能と
なる。企業の視点からは、市場水準よりも、もう少し詳細な製品比較が可能と考えられる
ので、モデルないし品種ならびに型式（Typ）ないし品種（Sorte）で製品ライフサイクル
が限定される。しかしながら、最終的には、ライフサイクルの考察を、どの製品水準で行
われるかは、考察対象とされる業界ならびに製品およびその複雑性によって決まると考え
られるから、いずれの視点からも限定可能なモデルないし品目水準が妥当のように思われ
る。しかし、ケミナーは、それよりも上位水準である製品亜種でも、それよりも下位水準
である型式でも可能と考えている（Ke㎜iner，1999，　S．154）。
3．製品ライフサイクルの引き金としての新製品
　新製品の導入は、「生産計画の早期老化」に反対作用するため、そして、企業の競争能力
を維持するために必要である（Albach，1978，　S．　708）。製品ライフサイクルのはじまりと、
それに伴うライフサイクル志向の原価・収益管理のはじまりは、新製品によってつねに開
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始される。この理由から、新製品の概念が明確にされなければならない。新製品の概念は、
供給者の視点からも需要者の視点からも考察することができる。供給者の視点からは、さ
らに、市場の新規性と経営の新規性とに区別されうる（Ke㎜iner，1999，　S．154）。需要者の
視点からは、新製品は、論理的に把握されるものでもなく、物理的に測定されるものでも
ない。通常、消費者は、製品の形としか向かいあっていないからである。製品の形状は、
さまざまな新規度合を個々に備え付けることができる。それは、供給者の視点から些細な
製品修正であったとしても、消費者にとっては「新製品」の印象をもたらしうることになる。
　そこで、製品ライフサイクルが新しく発生することに関して、供給者の視点による新製
品概念が有用であるように思われる。そのばあい、市場の新規性、別言すれば、不連続の
製品革新とは、何かまったく新しい製品種類として理解される。また、経営の新規性とは、
すでに他社で製造・販売されている製品種類であるが（Ke㎜iner，1999，　S．155）、その製
品種類によって、企業の生産計画は拡大されなければならないし、企業にとって新しい市
場が開拓されるものでなければならないことも意味している。この市場の新規性と経営の
新規性の差異は、ライフサイクル曲線の経過にとっても重大である。H．ジークバルト＝R．
センチ（Siegwart　und　Senti）は、市場の新規性によるばあい、はやくから、　S字形のラ
イフサイクル曲線経過を予測することができるが、経営の新規性のばあいのライフサイク
ル曲線経過は、企業のマーケティング活動に強く影響を受けることを指摘する（Siegwart
und　Senti，1995，　S．9）。この経営の新規性の定義によれば、製品型番（Variante）あるい
は改善された後継製品は、新製品とみなされない。それゆえに、このような経営の展開は、
経営の新規性ではなくて、継続的な経営革新といわれる（Hofstaetter，1997，　S．7）。技術
進歩によって、より複雑な製品が開発され販売されることがあるが、上述の解釈によれば、
経営の新規性とはみなされないので、こうした製品は、単なる技術的な変更であって、新
製品とはみなされない。したがって、新しいライフサイクルがはじまるとは考えない。し
かし、この解釈は、ライフサイクル志向の原価・収益管理においては狭すぎるように思わ
れる。技術上の製品開発または変更が行われたばあいは、その製品は新製品とみなされる
べきだろう。
　そこで、経営の新規性という意味での新製品は、本稿の枠内では、製品が重要な改良な
いし変化を経験するばあいも常に提示されるべきである。重要な改良あるいは変化の概念
は、上述した製品体系から示すことができる。製品は、その機能特性と構造特性において、
段階的に、そして、受け入れられた抽象度によって特定化される。そこで行われた体系化
によれば、新製品は、以下のように定義づけられる。「新製品は、製品の体系化水準、ある
いは、それにっいて存在する構造特性ないし機能特性に、重大な変更あるいは改良を経験
するばあいに存在する」（Kemminer，1999，　S．156）。
　たとえば、自動車製造会社の製品ライフサイクルのための関係対象は、モデル、つまり、
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一定のモデル・シリーズの形で受け入れられる。そのばあい、個々の型式、あるいは、型
番（Variante）に該当するモデル・シリーズの改良は、新製品のライフサイクルを開始さ
’せはしない。そのような改良は、たとえば、既存のモデル・シリーズ内での装備変更ある
いは特別モデルの導入に該当する。これに対して、機能特性および／またはモデル特有の
構造特性が、変更を経験するならば、新しい製品ライフサイクルが発生する。これは、モ
デル・シリーズが変わるばあいである。ここでは、構造特性と並んで、通常、機能特性も
変化する。既存のモデルに、新しく開発された伝動発電機だけが取り付けられるばあいは、
新製品とはならない。仮に、これが顧客の視点からそのように知覚されたとしても、そし
て、企業の側からそのように証明されたとしても新製品とは考えない。モデル・シリーズ
の重要な構造特性ならびに機能特性は維持されたままである。とはいえ、新しく開発され
た構成部品は、販売機会に影響を及ぼし、それによって、市場関連の製品ライフサイクル
に影響を及ぼすことになる。これは、ライフサイクル志向の原価・収益管理において考慮
されるべきものである。
4．ライフサイクル志向の原価・収益管理のモジュール化
　ライフサイクル志向の原価・収益管理の問題構造は複雑であり、通常、製品の発生から
廃棄までの長期間によって形成される。さらに、多くの従業員が製品ライフサイクルの経
過において企業のさまざまな機能領域から参加する。それゆえに、高い複雑性とそれに伴
って結び付けられる調整を、ライフサイクル志向の原価・収益管理で支配可能とする構造
を構築することが必要である。このことから、体系的な製品ライフサイクル概念に、自ら
を合わせるモジュール構造が構築される。
　　モジュール構造の構築目的は、ひとつは、ライフサイクル志向の原価・収益管理にお
ける計画段階で複雑性を統制することである。他の一つは、個々のライフサイクル段階に
おける責任領域を明確に示すことで分権化を可能とすることである。これは、ライフサイ
クル概念を見通すことにも、製品ライフサイクルに参加する従業員の動機づけを高めるこ
とにもなるのである。
1　計画段階での複雑性の統制
　図2は、市場の複雑性、製品の複雑性、組織の複雑性および製造の複雑性の4つの要素
によって、企業の複雑性発生の原因を示している。とくに、品揃えの広さ、すなわち、型
番（Variante）の多様性と、それに結びつく多種多量な構成部品は、より重要な複雑性の
発生原因として識別されている（Schulte，1992，　S．85．）。さらに、製品設計、不安定な競争
要因、質の欠陥、製造の奥行き、多角化、中央集権化、および製造組織が複雑性を発生
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　　　　　　　　　図2　複雑性の現象形態と発生原因
市場の複雑性
品揃えの広さ
（型式と型番の数）
不安定な競争関係
顧客の多様性
注文の多様性
：〔〔
組織の複雑性
多様性（多角化）
中央集権化
多くの活動
調整の費消
システム開発の適応
製品の複雑性
多様な構成要素・材料・
部品数
標準化度
製造のしやすさを考えて
いない製品デザイン
：〔〔
製造の複雑性
製造の深さ（奥行き）
質の不足
多くの場所
製造処理数と製造配置
テクノロジー数
原価優位・時間優位・品質優位のための複雑性管理
（出所）Schulte，　Ch．，”Komplexitaetsmanagement，”in　Schulte，　Ch．（Hrsg．），
　　　Effek　tiyes　lros　t　enmanageMen　t．　Me　thoden　und　lmplimen　tierung，
　　　Stuttgart，1992，　S．84（一部修正）
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させる原因として強調される。過剰な複雑性は、必ずしも明確に見分けられないとしても、
一般に、収益を強く引き下げる作用の原因とされる（Kemminer，1999，　S．159）。それゆえに、
複雑性を減らすことは、収益にプラスの影響を及ぼす。したがって、複雑性を管理する手
法の意義が増大することになる。そこで、複雑性を統制することと、複雑性を減らすこと
との2つの基本領域に分けて考察する必要がある（Schulte，1992，　S．89）。
　製品ライフサイクルを計画することと、原価計算の写像は、高い複雑性によって特徴づ
けられる。なぜなら、ほぼ企業のすべての領域、たとえば、研究開発、製造、マーケティ
ング、販売、財務から環境保護まで該当するからである。それゆえに、全体的な製品管理
の長所は、高い複雑性の欠点に関係させてみることができるということにある。同時に、
ライフサイクル志向の原価・収益管理のような計算概念は、経済的な要求を満足させるこ
とに注意を向けさせなければならない（Harvey，　1976，　S．346）。
　ライフサイクル志向の原価・収益管理における目標は、まず、製品ライフサイクルの全
体的な考察によって、必然的に生ずる複雑性を、統制することである。これは、この概念
のモジュール構造によって達成される。つづいて、ライフサイクル志向の原価・収益管理
のモジュールの具体化によって、複雑性を減らすことが引き起こされなければならない
（ke㎜iner，1999，　S．159）。モジュール構造を、体系的な製品ライフサイクル概念の各段階
に実行することがその目的にかなっている。物質上および時間上の観点からライフサイク
ルを外観できる単位に各段階を分けることで、個々の段階ごとに複雑性を限定することが
できる。このモジュール内において、複雑性を減らす形成処理が把握されなければならな
い。製品ライフサイクルの個々の段階は、時間上の観点で限定される単位と物質的な観点
で限定される単位を示しているが、物質的な観点で限定される単位が重要である。
　製品ライフサイクルの個々の段階において、固定して定義された課題が取り扱われなけ
ればならない。たとえば、発生サイクルにおいては、将来の製品の市場成熟の展開が、製
造サイクルでは、原価に有利な品質志向の製造がすばやくできることが、市場サイクルで
は、販売と製品関連のマーケティングが、ならびに、廃棄サイクルでは専門志向の解体と
再処理活動が中心とならなければならない。上述のサイクルに、企業個々の機能領域が関
係づけられなければならないことを示している。その結果、責任と管轄の移し変えが、モ
ジュールへ行われることが可能となる。これは責任に関連した分権化、したがって、複雑
性の支配統制をもたらすことになる（3）。
　さらに、ライフサイクル志向の原価・収益管理におけるモジュール構造は、原価計算に
おける行動統制の課題に関して見出さなければならない。これは、従業員の動機づけを高
めることによって目標を導く。個々のモジュールにおける責任と管轄の分権的関係は、モ
ジュールにおける作業員の行動統制を可能とする。これは一方では、ライフサイクル志向
の原価・収益管理の成果作用のモジュールによる算入によって行われうる。他方では、非
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財務的な量によっても行われる。
　原価計算の動機づけ機能の意義の増大する中で、管理会計の目標は、従業員の思考と行
動を経営管理者が願っている方向へ向けることである。したがって、原価計算の展開の背
景は、この質的な成果の測定がある。ライフサイクル志向の原価・収益管理においては、
質的に測定可能かどうかが中心になっている。しかし、これは、必ずしも、財務上の特徴
をもつ必要がないことを意味している。モジュール責任者には、財務上の事前予定値に加
えて、時間上、あるいは、数量に従った事前予定もなされうる。市場参入時点に関して、
たとえば、発生モジュールにおいて、時間上の事前予定は、高い意義を与えられなければ
ならないのである（Ke㎜iner，1999，　S．161）。
2　ライフサイクル志向の原価・収益管理のモジュールとしてのライフサイクル段階
　ケミナーは、ライフサイクル志向の原価・収益管理のモジュール構造に関して体系的な
製品ライフサイクル概念を拡大して、以下の6つのモジュールに区別する
（Ke㎜iner，1999，　S．161）。
・　観測モジュール（すべての監視サイクルを含む）
・　発生モジュール（発生サイクルを含む）
・　製造モジュール（製造サイクルを含む）
・　市場モジュール（市場サイクルを含む）
・　サービス・モジュール（サービス・サイクルを含む）
・　廃棄モジュール（廃棄サイクルを含む）
　この区別は、ライフサイクル志向の原価・収益管理において、他のライフサイクル・コ
スティングに対して、昔からの発生サイクル、市場サイクル、アフターケア・サイクルの
3分類（Reichmann　und　Froehling，1994，　S．287）とは大きく異なる。ライフサイクル志
向の原価・収益管理においてモジュール化は、とりわけ、製品すべてに関係している成果
作用について物質的な関係と時間的な関係を並行的に組入れることに役立つ。そこで、ラ
イフサイクル志向の原価・収益管理においてモジュールがどのように備え付けられるか、
そして、ライフサイクル全体で製品を成功させるために、どの課題が、どのモジュールに
受け入れられるかを検討しなければならない。それに基づいて、モジュールごとに原価・
収益カテゴリーを設計しなければならないし、どのように個々のモジュールにおいて、原
価が引き下げられるか、そして、収益が増加させられるかの可能性を示さなければならな
い。
　ライフサイクル志向の原価・収益管理における技法は、会計計算をする前に、個々のモ
ジュールにおいて、製品ライフサイクル全体にっいて、早い段階で効果的・効率的な原価・
収益管理を可能とする提案をすることができなければならない。監視モジュール、製造モ
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ジュール、廃棄モジュールは支出が、これに対して、市場モジュールとサービス・モジュ
ールは、収入の可能性が特徴づけられる。
5．むすび
　以上、ライフサイクル志向の原価・収益管理における考察対象である製品体系について
検討し、ライフサイクル志向の原価・収益管理において適した製品の集合水準は、モデル
にあることを突き止めた。また、この製品モデルにおけるライフサイクル経過について、
新製品と考えられるものが、その経過のはじまりと考え、新製品についての定義のうち、
ライフサイクル志向の原価・収益管理において、「新製品は、製品の体系化水準、あるいは、
それについて存在する構造特性ないし機能特性に、重大な変更あるいは改良を経験するば
あいに存在する」という定義が有用であることが明らかとなった。
　ここでライフサイクル志向の原価・収益管理における製品はあきらとなったが、ライフ
サイクル志向の原価・収益管理の問題構造は複雑であり、通常、製品の発生から廃棄まで
の長期間によって形成される。そこで、高い複雑性を調整するために、体系的な製品ライ
フサイクル概念を拡大したものに、自らをあわせる監視モジュール、発生モジュール、製
造モジュール、市場モジュール、サービス・モジュール、廃棄モジュールという6つのモ
ジュール構造を提案した。今後の課題は、このモジュールごとの原価・収益カテゴリーの
設計および個々のモジュールにおいて、原価を引き下げ、収益を増加する可能性をしめす
ことである。
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注
（1）　「便益の束というとらえ方は、製品の中核部分を明快に示している。だが、消費者の購買を引き起こ
　　すためには、実態としての製品が不可欠である。…　　この部分がともなうことによって、はじめて
　　製品の姿がみえてくる。だが、これだけでは十分ではない。製品には、保証、配達、信用供与などの
　　付随機能がともなっていることも多い」〔和田他（1996）、168頁〕ことから、統合的に検討する必要
　　がある。
（2）コトラーは、製品の階層構造を次のように分類している。①ニーズ・ファミリー…　製品ファミリ
　　ーをつくらせるもととなる中核ニーズ、②製品ファミリー…　中核ニーズを満たす全製品クラス、
　　③製品クラス…　製品ファミリーのなかで、機能的一貫性を持っているとみなされる製品群、④製
　　品ライン…　製品クラスのなかで、機能、顧客、販路、価格を同じくすると行ったことで互いに密
　　接に関係しあっている製品群、⑤製品タイプ…　製品ラインのなかで、形状や様式のほぼ同じもの、
　　⑥ブランド…　製品ラインのなかのひとつ、あるいは、複数のアイテムにつけられた名前であり、
　　アイテムの性質や源を明らかにするもの、⑦アイテム…　製品ラインやブランドのなかで、サイズ、
　　価格、外見などで区別される単位［村田（1983）、306－307頁］
（3）中央集権化は、複雑性を引き起こす原因である。
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